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 市及び福祉事務所を設置する町村は、この法律の実施に関し、関係機関との緊密な連

携を図りつつ、適切に生活困窮者自立相談支援事業及び生活困窮者住居確保給付金の支

給を行う責務を有する。          （生活困窮者自立支援法第４条第１項） 

 

 

 民生委員は、市町村の区域にこれを置く。         （民生委員法第３条） 

 

 市町村の区域に児童委員を置く。 

 民生委員法による民生委員は、児童委員に充てられたものとする。 

 厚生労働大臣は、児童委員のうちから、主任児童委員を指名する。 

                    （児童福祉法第 16条第１項から第３項） 

 

 

 市町村は、条例の定めるところにより、政令で定める災害により死亡した住民の遺族

に対し、災害弔慰金の支給を行うことができる。 

（災害弔慰金の支給に関する法律第３条第１項） 

 

 市町村は、条例の定めるところにより、災害により負傷し、又は疾病にかかり、治っ

たときに精神又は身体に別表に掲げる程度の障害がある住民に対し、災害障害見舞金の

支給を行うことができる。     （災害弔慰金の支給に関する法律第８条第１項） 

 

 

 

 

 

 

 

 

そ  の  他 
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Ⅰ 援 護 関 係 
 

旧軍人・軍属・戦没者の遺族に対して、次のような事務を行っています。 

(1) 旧軍人・軍属に対する普通恩給・一時恩給・一時金の請求書の進達 

(2) 戦没者遺族に対する一時扶助料・遺族年金・遺族給与金・特別給付金・特別弔慰金 

の請求書の進達 

(3) 国債の交付・国債を担保とする生業資金の貸付申請受付・国債の買上申請受付 

(4) 戦没者・未伝達者に対する叙位・叙勲に伴う所在調査・勲章伝達 

(5) 永住帰国者に対する援護 

(6) 平和祈念事業特別基金に関する事業 

 

１ 援護事務関係 

事 務 

年 度 

戦傷病者等の妻に 

対する特別給付金 

戦 没 者 の 遺 族 に 

対する特別弔慰金 

恩給法による公務 

傷 病 に よ る 恩 給 

平成 30年度 
請求受付進達 ０件 

債券交付   ０ 

請求受付進達  ２件 

債券交付     34 
－ 

令和元年度 
請求受付進達 ０ 

債券交付   ０ 

請求受付進達  ０ 

債券交付     ０ 
－ 

令和２年度 
請求受付進達 ０ 

債券交付   ０ 

請求受付進達 431 

債券交付     ０ 
－ 

令和３年度 
請求受付進達 １ 

債券交付   １ 

請求受付進達  42 

債券交付    457 
－ 

令和４年度 
請求受付進達 ０ 

債券交付   ０ 

請求受付進達  71 

債券交付     19 
－ 

令和５年度 
請求受付進達 ０ 

債券交付   ０ 

請求受付進達  ２ 

債券交付     57 
－ 

 

２ 戦没者追悼式の実施 

 戦没者を追悼し平和を祈念するため、遺族等が参加し毎年開催しています。 

実施状況 

年 度 実施月日 会 場 参列者 

平成 30年度 平成 30年６月 27日（水） 宮古市民総合体育館 138   

令和元年度 令和 元年７月 ４日（木） 宮古市民総合体育館 141   

令和２年度 令和 ２年６月 24日（水） 宮古市民総合体育館 22   

令和３年度 令和 ３年６月 30日（水） 宮古市民総合体育館 24   

令和４年度 令和 ４年７月 ８日（木） 宮古市民総合体育館 35   

令和５年度 令和 ５年６月 28日（水） 宮古市民総合体育館 100 
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Ⅱ 生活困窮者自立支援事業 
 

 平成 27 年４月１日に施行になった、生活困窮者自立支援法に基づき事業を実施します。

本市では宮古市社会福祉協議会と委託契約を結び、「くらしネットみやこ相談室」を運営し

ています。 

 

１ 事業目的 

  生活にお困りの方、その恐れのある方が、生活保護に至る前段階で生活の立て直しを

図れるよう、自立相談支援事業の実施、住宅確保給付金の支給といった支援策を提供し

ます。 

 

２ 事業内容 

（１）自立相談支援事業 

   就労その他の自立に関する相談事業、事業利用のためのプラン作成等を行います。 

（２）住居確保給付金の支給 

   離職等により住居を失う恐れのある者に対して家賃相当の住宅確保金を支給します。 

   新型コロナウイルス感染症の影響により、個人の都合によらず給与等を得る機会が離

職等と同程度まで減少した方も収入・資産などの要件を満たせば対象となります。 

（３）就労準備支援事業 

   就労に必要な訓練を日常生活自立・社会生活自立段階から有期で実施します。 

（４）一時生活支援事業 

   住居を失った者に対して支援方針が決定するまでの一定期間、居所と食事を提供しま

す。 

（５）家計改善支援事業 

   家計に関する相談、家計管理に関する指導、貸付の斡旋等を行います。 

（６）学習支援事業 

   生活困窮者家庭の子どもへの学習支援をはじめ、子どもと保護者の双方に必要な支援 

  を行います。 

 

令和５年度の利用実績一覧表                     （単位：件） 

相談 

件数 
（新規） 

プラン

作成 

事業ごとの利用件数 
食料 

提供 
住居 

確保 

就労 

支援 

一時 

生活 

家計 

改善 

学習 

支援 

1,853 246 31 0 40 0 11 126 63 

 

３ 相談窓口 

 くらしネットみやこ相談室 

  宮古市末広町４－９ 

  ６５－７０４６ 
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Ⅲ 民生委員・児童委員 

民生委員は、民生委員法によって、地域の実情をよく知り、地域福祉活動に理解と熱意

のある人たちの中から、民生委員推薦会の推薦を経て、厚生労働大臣及び県知事より委嘱

された特別職の地方公務員（非常勤ボランティア）で、任期は３年です。 

地域社会の中で支援を必要とする高齢者や障がい者、ひとり親世帯等の生活や福祉に関

する相談や援護、調査等について、福祉事務所や関係専門機関等と連携・協力しながらさ

まざまな活動をしています。 

また、民生委員は地域の児童の援助及び指導にあたる児童委員を兼ねています。 

１ 地区別民生委員児童委員協議会の状況       （令和６年４月１日現在） 

※（ ）内は女性の人数  

区 分 範 囲 
委員数 

(人) 

世帯数 

(世帯) 

人 口 

(人) 

一人当

たり担

当世帯 

帯 数 

主任児

童委員

数(人) 

宮古南 向町、大通、末広町、宮町、南町 (11) 12 1,207 2,141 101 (０) ２ 

宮古西 
栄町、舘合町、鴨崎町、和見町、西町、

泉町、田の神、黒森町、山口、宮園 
(７) 19 2,810 5,282 148 (１) ２ 

宮古北 
保久田、緑ヶ丘、五月町、小沢、横町、

黒田町、新町、本町、沢田 
(３) ６ 900 1,609 150 (１) ２ 

愛 宕 
新川町、築地、愛宕、光岸地、 

中里団地 
(４) ６ 584 1,122 97 (２) ２ 

鍬ヶ崎 

鍬ヶ崎、日影町、熊野町、蛸の浜町、

山根町、港町、日立浜町、日の出町、

佐原 

(７) 10 1,631 3,129 163 (１) ２ 

藤 原 藤原、小山田 (２) ７ 696 1,324 99 (２) ２ 

磯 鶏 磯鶏、八木沢、高浜、金浜 (10) 16 2,708 5,714 169 (２) ２ 

千 徳 

近内、西ヶ丘、岩船、長根、太田、 

千徳町、板屋、上鼻、根市、花原市、

長町 

(７) 23 3,732 7,933 162 (２) ２ 

田 代 田代全域 (２) ３ 126 260 42 (１) ２ 

津軽石 津軽石、赤前、堀内、白浜 (５) 11 1,659 3,648 151 (２) ２ 

重 茂 重茂、音部 (０) ８ 428 1,214 54 (２) ２ 

崎 山 崎山、崎鍬ヶ崎 (７) ９ 1,492 3,248 166 (１) ２ 

花 輪 
花輪、田鎖、松山、老木、根城、牛伏、

長沢 
(２) 10 1,349 3,047 135 (１) ２ 

田 老 田老全域 (11) 19 1,204 2,566 63 (２) ２ 

新 里 新里全域 (11) 17 1,015 2,206 60 (１) ２ 

川 井 川井全域 (７) 17 1,047 1,888 62 (２) ２ 

合計  （16 地区） (96) 193 22,588 46,331 117  (23) 32 
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２ 民生委員・児童委員活動状況（令和５年度） 

（１）内容別相談・支援件数       （２）分野別相談・支援件数 

相談内容 件 数  相談内容 件 数 

在宅福祉 172 件  高齢者に関すること 2,645 件 

介護保険 142  障がい者に関すること 110 

健康・保健医療 194     子どもに関すること  1,646   

子育て・母子保健 83     その他 2,339   

子どもの地域生活 884     合 計 6,740   

子どもの教育・学校生活 671       

生活費 75       

年金・保険 29       

仕事 92       

家族関係 487       

住居 124       

生活環境 343       

日常的な支援 1,281       

その他 2,163       

 合 計 6,740       

（３）その他の活動件数  

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）訪問回数 

 

 

 

（５）連絡調整回数 

 

 

 

（６）活動日数             28,777 日 

 

調査・実態把握  8,281 件 

行事・事業・会議への参加協力 4,068   

地域福祉活動・自主活動 8,678   

民児協運営・研修 5,107   

証明事務 308   

要保護児童の発見の通告・仲介 ６   

訪問・連絡活動  17,696 回 

その他 15,253   

委員相互 6,964 回 

その他の関係機関 5,145   
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Ⅳ 宮古市総合福祉センター 

 

 宮古市総合福祉センターは平成７年８月に開設しました。運営は宮古市社会福祉協議会に

委託しており、ホームヘルプやデイサービス、在宅介護支援等の各種サービスを実施してい

ます。 

 

１ センター利用状況（施設管理運営事業） 

(１) 利用実績 

年 度 
有 料 無 料 合 計 

件数(件) 利用者数(人) 件数(件) 利用者数(人) 件数(件) 利用者数(人) 

令和元年度 117 710 1,613 16,270 1,730 16,980 

令和２年度 88 367 1,269 8,096 1,357 8,463 

令和３年度 159 876 1,691 11,906 1,850 12,782 

令和４年度 198 1,122 1,482 10,310 1,680 11,432 

令和５年度 185 1,135 1,455 10,418 1,640 11,553 

 

(２) 使用料徴収実績 

年 度 
個 人 利 用 団 体 利 用 合 計 

人数(人) 使用料(円) 人数(人) 使用料(円) 人数(人) 使用料(円) 

令和元年度 469 96,790   241    31,520   710    128,310 

令和２年度 275 57,750   92    8,350   367   66,100 

令和３年度 778 163,380   98    21,990   876    185,370 

令和４年度 1,066 223,860   56    25,890   1,122    249,750 

令和５年度 994 208,740   141    21,190   1,135    229,930 

                         

 

 

 

 



  

- 132 - 

 

Ⅴ 災害弔慰金・災害障害見舞金 

国の指定する一定規模以上の自然災害で亡くなられた市民および行方不明になられてい

る市民のご親族を対象に災害弔慰金を支給しています。また、著しい障害を生じた市民に災

害障害見舞金を支給しています。 
 

１ 災害弔慰金支給状況  

【東日本大震災】              （単位：上段件数（件）下段支給額（千円）） 

区 分 H23 H24 H25 H26 H27 H28 R5 累 計 

生計維持者

の死亡 

（115） 

575,000  

（12） 

60,000  

（５） 

25,000  
― ― ― 

(１) 

5,000 

（133） 

665,000 

生計維持者

以外の死亡 

（339） 

847,500 

（27） 

67,500  

（14） 

35,000  

（１） 

2,500 

（１） 

2,500 

（１） 

2,500 
― 

（383） 

957,500 

過年度支給

への追給 
― ― 

（１） 

2,500 
― ― ― ― 

（１） 

2,500 

合 計 
（454） 

1,422,500 

（39） 

127,500  

（20） 

62,500  

（１） 

2,500 

（１） 

2,500 

（１） 

2,500 

(１) 

5,000 

（517） 

1,625,000 

※H29～R4 は支給実績なし 
 

【令和元年台風 19 号】            

年度 区 分 件 数 支給額 

令和元年度 

※他年度は対象無し 

生計維持者 １件  5,000 千円  

生計維持者以外 ―   ―    

合 計 １件  5,000 千円  

２ 災害障害見舞金支給状況 

【東日本大震災】  

年度 区 分 件 数 支給額 

平成 24 年度 

※他年度は対象無し 

生計維持者 ０件  ０千円  

生計維持者以外 １件  1,250 千円  

合 計 １件  1,250 千円  

３ 災害弔慰金等審査会実施状況 

災害発生時の直接的な死亡や受傷でなくても、災害に起因して死亡したと思われる場

合や災害により著しい障害を生じたと思われる場合には、宮古市災害弔慰金等審査会（岩

手県に委託）に諮ったうえで、災害との関連を判断します。 

これまでの実施状況は、次のとおりです。 

【東日本大震災】 

実施年度 区 分 災害弔慰金（関連死） 災害障害見舞金 

平成 23～28 年度 

 

 

災害との関連性あり 54 件  １件  

災害との関連性なし 68 件  ９件  
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Ⅵ 宮古市が所管する社会福祉法人 

社会福祉法第 30 条第１項により、主たる事務所が宮古市にあり、宮古市の区域だけで事

業を行う社会福祉法人は、宮古市が所轄庁となります。 

 所轄庁は、定款変更の認可、社会福祉法人の指導監査の実施、年度毎の届出書類（計算

書類等決算書類、現況報告書、役員等名簿、役員等報酬の支給の基準）の確認及び社会福

祉充実計画の承認を主な役割としています。  

１ 宮古市が所管する社会福祉法人         （令和６年４月１日現在） 

社会福祉法人名 郵便番号 主たる事務所所在地 電話番号 法人設立年月日 

川井心生会 028-2302 川井第２地割 24 番地３ 76-2300 平成７年３月 24 日 

恵心会 027-0041 西ケ丘四丁目 53 番地８ 62-7496 昭和 50 年３月 12日 

三宝会 027-0074 保久田１番５号 62-3929 昭和 58 年３月 31日 

慈愛会 027-0202 赤前第３地割 14 番地 11 67-3340 昭和 52 年７月 20日 

田老和心会 027-0341 田老字養呂地６番地２ 88-1200 平成９年 11月 17日 

新里紫桐会 028-2101 茂市第１地割 115番地１ 72-2300 平成４年７月 22 日 

宮古市社会福祉協議会 027-0038 小山田二丁目９番 20 号 64-5050 平成 17 年８月１日 

若竹会 027-0075 和見町８番 33 号 65-9200 昭和 50 年３月 12日 

２ 社会福祉法人の定款変更（変更届）認可数 

年 度 定款変更認可数 定款変更届出受理数 

令和３年度 ０件  ０件  

令和４年度 ３   ０   

令和５年度 ２   ０   

 ※ 定款の変更する事項により、所轄庁の認可が必要なもの（定款変更認可申請）と届

け出することで完了するもの（定款変更届出）とがあります。  

３ 社会福祉法人の指導監査（実地指導）実績数 

年 度 一般監査実績数 特別監査実績数 

令和３年度 ４法人 ０法人 

令和４年度 ４   １   

令和５年度 ５   ０   

 ※ 一般監査とは、年度計画をもとに実施日を法人に通知し、実施される指導監査をい

います。特別監査とは、不正又は著しい不正を疑うに足りる理由があるときなど、実

施日を法人に通知せず、実施される指導監査をいいます。 

４ 社会福祉充実計画の承認 

社会福祉充実計画とは、社会福祉法第55条の２の規定に基づき、社会福祉法人が毎会

計年度その保有する財産について、事業継続に必要な財産を控除した結果、残額が生じ

る場合において策定する計画をいいます。令和５年度は、社会福祉充実計画を実施して

いる法人はありません。 
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Ⅶ  こども発達支援センター 

１ 基本方針と事業体系 

こどもの成長や子育ての中で感じるさまざまな困りについて理解を深め、対応を考えなが

ら心身の成長を促し、こどもが自分らしくいきいきとそして家族が心穏やかに暮らすことが

できるよう支援します。 

必要に応じて教育・保健・福祉等の専門機関と相互の連携を図り、個々のステージに応じ

て継続した支援を推進する体制の構築に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 事業内容  

 

【ライフステージを通じた切れ目ない支援】 
 

（１） 引継ぎ支援 

① 情報収集・伝達・管理 

支援が必要なこどもとその支援状況等を把握し、関係機関と情報を共有しながら 

より良い支援に向けた協力体制を図り、継続した支援が提供できる体制を推進しま 

す。 
  

② 就学支援シート(ＰＡＳＳ)の活用の推進・作成支援 

こどもの支援情報等を引き継ぎ、就学先で有効活用するための「就学支援シート 

(PASS)」について、その作成と活用を推進します。 
  

 R２.４月 

入学者 

R３.４月 

入学者 

R４.４月 

入学者 

R５.４月 

入学者 

R６.４月 

入学者 

作成機関数 30 機関 40 機関 33 機関 32 機関 38 機関 

作成(引継)人数 83 人 83 人 83 人 99 人 103 人 

引継校数 30 校 30 校 29 校 29 校 28 校 

  
 
 
 
 
 
 
 
 

引継支援 

相談者支援 

支援者支援 

地域支援 

発
達
支
援
事
業 

①個別相談 

②発達評価
こどもや家庭へのきめ
細やかな支援 

①情報収集・伝達・管理 

②就学支援シート(PASS)の作成支援 

③他機関連携(支援会議・情報交換) 

ライフステージを通じ
た切れ目ない支援 

①アセスメント支援(施設巡回訪問) 

②他機関連携(支援会議・情報交換)地域の身近な場所で受
けられる支援体制の充
実 ①研修・講師等の派遣 

③就学に向けての相談 

②普及・啓発 

③他機関連携(ネットワーク構築関連) 
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③ 就学に向けての相談 

就学について心配がある、また就学後に支援や配慮が必要と思われるこどもとそ 

の保護者の不安を軽減し、安心、納得して就学できるように就学相談を実施します。

(教育委員会と協働実施) 

 R 元 R２ R３ R４ R５ 

実施施設数 ※１ 14 施設 14 施設 16 施設 13 施設 15 施設 

相談者数 28 人 23 人 29 人 29 人 24 人 

※１ 所属する保育所・幼稚園等。在宅児個別対応分を１施設として計上。 
 

【こどもや家庭へのきめ細やかな支援】 

（１）相談者支援 

① 個別相談 

困りを持つこどもとこどもの成長や子育てに悩みを持つ保護者に対し、個別の相 

     談を実施し、必要に応じて関係機関の紹介・調整、引継ぎを行います。 

また相談を希望する方で、何らかの理由で対面相談を行うことが困難な場合は、 

     オンライン相談を設定し、早期から相談できることで安心して過ごすことができる 
環境を推進します。 

                                                                            (延) 

区 分 R３ R４ R５ 

対  面 300 人 286 人 208 人 

電  話 30  29  42  

オンライン １  ０  ０  

合 計 331  315  250  

・対象者別                                    (延) 

区 分 R３ R４ R５ 

就 学 前 52 人 110 人 31 人 

小 学 生 114  64  108  

中 学 生 102  90  62  

高 校 生 63  45  46  

そ の 他 ０  ６  ３  

合 計 331  315  250  

                                        

 ② 発達評価 

こどものアセスメントに役立てるため心理検査とその分析評価を行います。 

     また、今後に活かしてもらうため、結果の説明と今後の支援方針を検討する面談 

（フィードバック面談）を行います。 

・対象者別                                    (実) 

区 分 R３ R４ R５ 

就 学 前 30 人 40 人 34 人 

小 学 生 12  30  29  

中 学 生 ５  ４  ３  

合 計 47  74  66  
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・実施内容                                    (延) 

区 分 R３ R４ R５ 

行 動 観 察 26 人 50 人 51 人 

検  査 ※１ 57  82  77  

フィードバック面談 ※2 68  84  112  

※１ 検査実施内容：新版 K 式発達検査 2020、WISC-Ⅳ・Ⅴ、遠城寺式発達検査、 

S-M 社会生活能力検査、VinlandⅡ、LDI-R 等 

※２ 検査実施日が前年度分も含む。 
  

【地域の身近な場所で受けられる支援体制の充実】  
  

（１）支援者支援 

  ① アセスメント支援 

   幼児教育保育施設、学校等へ訪問し、支援が必要と思われるこどもの状況と今後の

支援について情報交換を行います。また、就学前施設に所属する年中児を対象に、発

音のスクリーニング検査を実施し、早い段階からの発音の改善を図ります。こどもの

状態を適切に把握するため、関係機関との連携を密にし、情報を共有しながら支援者

の支援に努めます。                               (延) 

区 分 R３ R４ R５ 

幼児教育保育施設 87 件 104 件 93 件 

小中学校 64  87  115  

その他 ※１ 27  24  16  

合 計 178  215  224  

        ※１ その他：児童発達支援事業所 

  ・ことばの発音巡回相談                    (実) 

区 分 R４ R５ 

実施施設数 19 施設 22 施設 

実施人数 251 件 246 件 

有所見者数 98 人 85 人 

有所見率 39.0 ％ 34.8 ％ 

  

② 他機関連携(支援会議・情報交換) 

      依頼に基づき、他機関との支援会議・情報共有等を行います。必要に応じ専門機 

     関等の社会資源を紹介および利用の調整を行います。 

・対象者別                                    (延) 

区 分 R３ R４ R５ 

就 学 前 25 回 26 回 4 回 

小 学 生 ７  28  12  

中 学 生 ７  21  ７  

高校生以上 ０  ０  ３  

合 計 39  75  26  

       

・医師等によるコンサルテーション及び情報交換    １回 
 

（２）地域支援 

① 研修会の開催・講師等の派遣 
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支援者、保護者、一般を対象に研修及び講演会を開催します。(主催、共催及び協 

働開催、運営協力含)また、各関係機関の依頼に応じて、講師の派遣を行います。 

年度 R 元 R２※1 R３ R４ R５ 

研修会・講演会 20 回 ０ 回 ２ 回 ６ 回 ６ 回 

 ※1 新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、開催を見合わせ。 

期 日 名 称 研修会の内容等 参加者 

令 和 5 年 
8 月 4 日 

幼児教育・保
育研修会 

テーマ：心を育て、関わりを広げる 

    ～遊びや絵本を介して～ 

講 師：東京女子大学教授 前川あさ美 先生 

対 象：幼児教育・保育施設職員 

55 人 
他 Web
視聴 

令 和 5 年 
12 月 16 日 

宮古市障がい
者週間講演会 

テーマ：災害がもたらしたもの 

    ～これまでそしてこれから～ 

講 師：渡邊医院 副院長 渡邊久子 先生 

対 象：市民 

76 人 

令 和 6 年 
１ 月 25 日 
２ 月 ７ 日 
２月 21 日 
３ 月 ６ 日 

運動遊び研修 

内 容：運動遊びの実践と助言 

講 師：今村泰丈 作業療法士 

対 象：幼児教育・保育に携わる職員 

会 場：保育所 ４か所 

職員 
36 人 
職員
76 人 

 

年度 R 元 R２※1 R３ R４ R５ 

講師派遣 １ 回 １ 回 ３ 回 ３ 回 ３ 回 
 
 
 

期 日 名 称 講師派遣の内容等 参加者 

令 和 ５ 年 

８ 月 22 日 

障がい児入所施設

らいず職員研修 

テーマ：心理検査の活用 

対 象：らいず職員 
10 人 

令 和 ５ 年 

10 月 12 日 

家庭生活支援員養

成講習 

テーマ：地域の中の子育て支援の孤立

と子育て支援事業の実際 

対 象：家庭生活支援員希望者 

14 人 

令 和 ６ 年 

１月 31 日 

重茂小・中学校教

職員交流会 

テーマ： 配慮を要する生徒に対する

指導について 

対 象： 重茂小・中学校教職員 

20 人 

 

② 普及・啓発 

次年度小学校へ入学するこどもとその保護者の不安が減り、安心して学校生活を 

     スタートできるように「入学１年前からガイドック」を作成し、保育所幼稚園等を   

     通じて配布します。 
  

年度 R 元 R２ R３ R４ R５ 

配布数 366 部 351 部 335 部 300 部 257 部 
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